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特集1 何のための税制改革なのか

高橋　進
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ロバート･フェルドマン
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益田安良
東洋大学経済学部教授

小泉政権に改革の政治力は残っているか

工藤 税制改革については、現在のとこ

ろ、大まかにいって3つの立場に分かれて

議論がなされています。短期だけでなく中

長期的な「抜本改革」を目指す経済財政諮

問会議。また、非常に厳しい経済状況の中

では「抜本改革」はあり得ない、改革に取

り組むタイミングを熟慮しなくてはならな

いという議論もあります。これは加藤寛

（千葉商科大学学長）氏が言論NPOのイン

タビューで主張しています。もうひとつ、

先行減税だけでは減税を先食いされかね

ず、財政バランスを目標に据えなくてはな

らないという財務省の立場もあります。

まだまだ議論は尽くされていませんが、

この2年間は財政支出を削減する財政中立

の形をとりながら経済活性化に役立つ改革

をやる。その後、税の中身を見直し、5年

後以降に財政バランスを意識した、抜本的

な税制改革の方向へもっていくという議論

の流れになっています。まず、なぜ税制改

革をせねばならないのでしょうか。

高橋 「抜本改革」がなぜ今必要なのか、
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概念的には3つのことが言えるのかなと思

います。

1つは財政健全化です。減税の是非が議

論になっていますが、日本の財政を健全化

させるためには、増税も含めた税の議論は

不可避だと思います。これは、2～3年の短

期的なことを申し上げているのではありま

せん。10年くらいの長いタイムスパンで考

えると、日本の高齢化社会が本格化する

2010年までに財政を建て直すことが不可欠

です。そのためには税の議論を避けて通る

わけにはいきません。

2つめの理由は経済の活力を呼び戻すた

めです。どんなに税収を増やそうとしても、

経済が低迷したままではそれもかないませ

ん。財政健全化も絵にかいたもちになって

しまいます。

3つめは、社会の高齢化が進み、現役世

代から高齢世代に激しい勢いで移動しつつ

ある資産を、現役世代に還流させる必要が

あるからです。今までの税制、日本の成長

を支えてきた税制ではもう立ち行かないと

ころまできているのです。

益田 抜本的な税制改革と税による景気

刺激は、分けて考えるべきです。税制は、

経済活力を生むためのものでなくてはなら

ないし、公平性が十分に保たれなくてはな

らない。ただし、それはあくまで税構造の

問題で、財政健全化や景気を刺激するため

の減税は税収確保と景気対策に関わる問題

です。2つの問題をきちんと分けて議論し

ないといけない。

高橋 税構造を変えることと、景気対策

とを分けて考えることには賛成です。しか

し、税制改革によって経済を活性化するこ

とと、景気対策は必ずしも一緒ではないと

いう気もします。だから、短期的な景気対

策ではなく、もっと長い目で見て経済を活

性化させるという観点もその中に入ると思

います。その点についても議論を進めてい

く上でちょっと分けて考えておいたほうが

いいのかなという気がします。

工藤 長い目で見た経済活性化というの

は、サプライサイドのことをおっしゃって

いるのですか。

高橋 そうですね。たとえば、経済活性

化といったときには、投資を引き出すため

の税制改革だとか、あるいはベンチャーへ

の資金供給をより活発にするための税制改

革といったものは、短期的な景気対策とは

観点が違うと思うんです。

その一方で、贈与税とか相続税の控除枠

の引き上げといったものは、景気対策の観

点がより強いわけです。そういう意味で、

経済活性化と景気対策は必ずしも一緒では

ないと申し上げているわけです。

コール 高橋さんがおっしゃっているの

は景気循環を刺激するための政策減税なの

か、潜在成長力を上昇させるための税制な

のかということだと思うんですが、こうし

た議論は、80年代の村山税調の時代から毎

年やっているわけです。財政の健全化とか、

経済の活性化とか、21世紀のための税制構

造についてはいろんな議論が重ねられてい

るわけです。けれども、原点に戻して言え

ば、小泉内閣発足から1年が過ぎて、本当

に（税制改革を行う）政治的な力がまだあ

るのかないのか、これが一番大事ではない
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かと思います。

小泉首相は去年の秋に、税制改革は役人

とか政府税調ではなくて、経済財政諮問会

議で議論してくれと方針を示したわけで

す。だから、どういう税制をつくるかとい

う議論の原点は、コイズミノミックスと呼

べるような税制改革を、本当に6月末まで

に発表できるかどうかにかかっています。

これはすごく大事なポイントなんです。

個人的には、小泉内閣は抜本的な改革を

できるという期待はまだ非常に強いと思っ

ています。けれども、6月末に発表が予定

されている税制改革が中途半端な、あるい

は微調整的なものに終わってしまうと、世

論は小泉支援から悲観に変わってしまうと

思います。

首相のリーダーシップが見えない

工藤 税制改革を小泉改革の戦略の1つと

してつくれるかということですが、この点

についてフェルドマンさんはどう考えてい

ますか。

フェルドマン 現状は2つの混乱があると

私は思うんです。1つは原則の混乱、もう1

つは決定メカニズムの混乱です。原則の混

乱とは何かというと、「簡素、公平、中立」

という税の3原則がずっと続いているわけ

ですが、それが非常にあいまいです。もと

もと原則があいまいな中、議論が進むはず

ない。つまり、私にとっての公平と工藤さ

んにとっての公平は全然違うわけですし、

私の中立とコールさんの中立は違うわけで

すから、もう少し意味のある原則でやるべ

きです。たとえば、小泉さんは今年1月の

スピーチで「努力が報われる社会」という

アイデアを出しましたけれども、これは税

制改革に非常に適した原則だと思います。

もう1つは決定メカニズムの混乱ですけ

れども、経済財政諮問会議が今何をしよう

としているか。結局、自民党税調と（財務

省主導の）政府税調から決定権を奪いとろ

うとしているわけです。現時点では、この

3つの委員会が互いに闘っているわけです。

自民党税調は、税は政治の道具だと考え

ています。これはある意味で当然で、どの

国（の政治家）もそうです。財務省は財政

健全化の観点から税制を考えていて、経済

財政諮問会議は経済活性化のためだと考え

ている。それぞれの当事者で目標が違うし、

政治的な闘いもあります。この中でだれが

本当に決定権をもっているのかが全然はっ

きりしません。仮に、6月に本当にすばら

しいレポートが諮問会議から出たとして

も、自民党税調あたりから、「こんなもの

けしからん」という話が出てくるに決まっ

ているんですよね。だから、そもそもだれ

が何のために決めるかという決定のメカニ

ズムをはっきりさせないと、議論が進まな

いと思います。

高橋 税の原則と決定メカニズムという

整理の仕方は非常にいいと思います。決定

メカニズムについて申し上げると、これは

税の問題に限らずほかの問題についても、

すべて官邸主導でいくのか、それとも党主

導でいくのか、そこが2元化してしまって

いる。税制の議論の場合は、そこに財務省

が絡んでいるというところが議論を非常に
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錯綜させています。すっきりした答えが出

てこないだろうと予感させるわけです。

そういう意味で、あるべき決定メカニズ

ムを理想論として言いますと、税の問題を

考える場合には、日本の経済社会全体にか

かわることですから、税収、歳出、経済構

造、それらを全部考えた上で税制を変えて

いかなくてはいけない。だから、経済財政

諮問会議が日本の経済構造全体をどう変え

ていくかというグランドデザインを描き、

税についてはある程度の大枠だけを描い

て、その中でテクノクラートである税調が

それを具体化させていく。自民党も景気対

策などの観点から、それに対して議論を挟

んでいく、こういう構図です。

その構図をつくるためには、私は首相の

リーダーシップが決定的に必要だと思うん

ですけれども、少なくとも諮問会議の議論

を聞いている限りでは、首相のリーダー

シップは今のところはあまり見えていな

い。それがないと、今私が申し上げたよう

な望ましい方向には行かないのではないか

という気がします。

コール でも、例えば3～5年前と比べる

とちょっと進歩があったのではないです

か。諮問会議、政府税調、自民党税調とい

う3つの会議で激しい議論なり、競争があ

るということはマスコミを通して伝わって

いる。小泉さんもようやく冬眠から目覚め

て、夏に向けて新しい力を出してくるので

はないかと私は感じているんですけど。

高橋 私はそんなに楽観的ではないんです。

コール 外国人ばかりが楽観的なのかな。

高橋 小泉政権の過去1年間を振り返って

みてわかったのは、やはり政治の構造なり

意思決定の構造なり、政権の構造を変えな

い限りは、改革はなかなか進まないのでは

ないかということです。すべての改革が中

途半端になっていくという構図が続いてい

るような気がします。

工藤 まさにそうなっていますよね。

高橋 一挙に花が咲けばいいと希望的な観

測を、私ももっていますけれども、そう簡単に

いかないのではないかという気持ちも強い。

「中立」か「活力」か

工藤 経済財政諮問会議では、税の3原則

として「中立」の代わりに「活力」を入れ

ようとしているわけですが、これをどう評

価しますか。

フェルドマン （税の原則について）閣

内でもまだはっきり固まっていないなと

思っています。というのは、今年1月に閣

議決定された中間展望が発表されました

が、その長い文章の中に税制をどうするか

というパラグラフ（段落）があるんです。

そのパラグラフを読んでみますと、めちゃ

くちゃですよ。何でもかんでも入っていま

す。閣議決定といっても、実は何も決定し

ていない。議論をしましょうということし

か決まっていないので、それ以降、話が本

当に進んでいるかどうかというと疑問です。

高橋 確かに経済財政諮問会議の議論を聞

いていると、ベースとして共通点になって

いる部分はまだ非常に小さいという気がし

ます。各委員がそれぞれ決まっていないこ

とを言わないようにというような牽制を受
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けていることからしても、それは明らかです。

先ほどフェルドマンさんがおっしゃった

「努力した人が報われる社会」、ここまでは

だれも反対しない。でも、それは従来型の

結果平等を重視した日本の社会から、機会

平等を重視するような社会に変えていくと

いうことです。そこまで国民のコンセンサ

スなり、あるいは、少なくとも閣内でコン

センサスができているかというと、これは

極めて疑問だという気がするんです。

一方で、ベースのところではなくて、た

とえば投資減税などの個別的な議論につい

ては、割とコンセンサスが出来てきている。

工藤 まずは原則というか、理念のコン

センサスが重要ということですね。

益田 税の原則について、先ほどフェル

ドマンさんが「公平、中立、簡素」という

のはあいまいだという話をされていました

けれども、私はやっぱりここはこだわるべ

きだと思います。確かに努力が報われるた

めの税制にしなきゃいけない。ここは共通

認識でいいと思うんですけれども、では、

そのためにはどうするのか。

公平といってもいろいろありますね。税

率を累進的にして所得分配を公平にすると

いうこともあるだろうし、結果の平等、機

会の平等ということもある。いろいろな議

論があるんですけれども、税を考えるとき

の原則として「公平」を捨てるべきではな

いと思います。

今、「中立」をやめて「活力」という言

葉を入れようという話が諮問会議でありま

す。活力を与える、これ自体はいいんです

けれども、同床異夢でいろんな意味が入っ

てしまう。「活力」とは政策減税によって

景気を刺激して、アメ玉をしゃぶらせるこ

とだと考える人が現実には非常に多いわけ

ですよ。

高橋 諮問会議の議論で「公平、中立、

簡素」を「公平、活力、簡素」に変えよう

という議論が出てきた時、政府税調から

「中立」は必要だという異論が出たわけで

す。でも、石弘光（政府税調会長、一橋大

学学長）さんのおっしゃっていることと、

本間正明（経済財政諮問会議委員、大阪大

学教授）さんや竹中（経済財政政策担当大

臣）さんのおっしゃっていることをよく聞

いていると、それほど大きな違いはないん

です。

あまり活力の観点ばかり行き過ぎてしま

えば、益田さんがおっしゃったような景気

対策になって、かえって不公平なものを招

いてしまう。だから、必ずしも活力と中立

というのは矛盾しないと思います。言葉の

定義がはっきりしていないので非常に混乱

してしまっているんですけれども、「活力」

か「中立」かという議論を厳密に比べてみ

ると、それほど違わないと思います。

益田 確かに石さんと本間さんの間では

それほど違わないかもしれない。ただ、諮

問会議の中ですらいろんな人たちが入って

いるし、あるいは、その裏には政治家、財

界人がいる。

工藤 それは「活力」がただの景気対策

に使われてしまう危険性があるということ

ですか。

益田 そう。「活力」とは、長期的な成長

力を高めるということで、みんなの認識が
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一枚岩になっていればいいんです。けれど

も、現実的には景気対策に使われてしまう

という可能性も考えなければいけない。

工藤 経済財政諮問会議は、サプライサ

イドの強化という戦略に基づいて、「活力」

という言葉を使ったのだと思いますが、い

つの間にか「中立」と「活力」が対立する

という構図をマスコミがつくり上げてし

まった。理念と戦略という問題がきちんと

理解されていないから、そういう議論に

なってしまったんですよ。

高橋 確かに、マスコミが対立の図式を

つくって、余計に議論をおかしくしてし

まっていると思います。政府税調と諮問会

議が正面から向き合って議論をすること

は、理念なり原則のところで合意するため

にも非常に大事なことなんです。

工藤 そうですね。

フェルドマン だから、石さんと本間さ

んがペアになって相沢（自民党税調会長）

さんと対抗していくことが大事、そういう

ことですよね。

益田 ちょっと付言すると、マスコミが

対立構造をあおっているなかで、政府税調

がスケープゴートにされているような気が

します。金融政策のときに日銀がスケープ

ゴートにされ過ぎていたように。

工藤 政府税調が抵抗派みたいな位置づ

けになっていますよね。

益田 そう。抵抗勢力として位置づけら

れて、非常に頭のかたい抵抗勢力が「中立」

なんていう概念をいつまでも崩さない、と

いうような論調になっている。でも、諮問

会議でも政府税調でもリーズナブルな人た

ちの意見はそんなには違わない。そこは一

枚岩になってちゃんと議論してほしいとい

う希望はあります。

高橋 石さんもおっしゃっていましたが、

今の税制が本当に中立なのかといったら、

必ずしもそうじゃない。例えば、法人税の

下で租税特別措置がある。大量の租税特別

措置がとられて、中小企業でも多額の税金

を払わされている会社がある一方で、払っ

ていない企業もたくさんある。これは中立

でも公平でもない。

そういう意味で、公平、中立、簡素とい

うのは原則なんだけれども、現時点の税制

が中立であり公平であると政府税調が主張

しているわけではないんですよ。彼らが

言っているのは、より公平に、より中立に、

いい方向にもっていこうということで、そ

の中に活力という観点を入れて考えてもい

いと。ただし、活力ばかりを強調すると、

景気刺激的なゆがんだ税制になってしまい

ますよということだと思うんです。

景気回復なき財政再建はあり得ない

工藤 政府税調の議論をみていると、結

局この先は所得税と消費税も含めた増税路

線なんですよね。ちょっとそこの議論をし

たいんですが、経済が大変なときに抜本改

革として増税の方向に行くことが果たして

ふさわしいのか。それとも、10年ぐらいの

スパンで抜本改革を実現させる哲学をつく

り、その上で短期的にはデフレ対策も考え

た税制の議論を行うべきなのか。その点に

ついてはどうですか。
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フェルドマン 本当の話かどうかわから

ないけれども、初めてホワイトハウスに住

んだジェファーソン大統領は、植木屋さん

を呼んで中庭に大きな樫の木がほしいと

言った。そうしたら、植木屋は、「大きな

木を育てるには100年かかります」と答え

たんです。それを聞いたジェファーソン大

統領は、「それじゃ今すぐ植えなさい」と

指示したという逸話があります。つまり、

大きな仕事は早くやるべきだということで

すよね。

今は景気が大変だから抜本的な税制改革

は2年間待ってからやりましょうといって

も、結局はやらない可能性がある。そうい

うことをしたら国民の将来に対する不安が

さらに深まる可能性が非常に大きいと思う。

高橋 まさに今経済が大変で放置してお

けないからこそ、税制の抜本改革に踏み込

んでいくべきだと私は思います。

その理由は2つあります。1つは、2010年

以降、高齢化社会に向けた社会保障などの

負担がものすごく増えてきますから、それ

までに何とか財政を持続的なものにしてい

かなくてはならない。その観点から、税の

ことも含めて財政の健全化を、どう進めて

いくかということを今から考えておく必要

がある。

もう1つは、活力をどうつけていくかと

いうことを、税制をきっかけに早く成果と

して挙げなくてはならない。財政健全化と

いうのは最終目的ではないわけで、経済を

活性化させることで税収も上がり、財政も

健全化します。特にこの2～3年の間に経済

活力をつけるという議論をきちっと表に出

していかないといけない。活性化しない経

済からは税収も上がらないので、どんなに

財政再建しようと思っても無理だというこ

とになってしまいます。今後、2～3年の間

にどう活力をつけ、デフレから脱却するか。

この2つのことを早くやらなくてはいけな

いと思います。

政府は中期展望という形で2004年度から

名目成長率が2.5％ぐらいまで高まってい

く成長の絵を描いています。それは裏を返

せば、そこまで名目成長率が上がらなけれ

ば、財政健全化の絵の描きようがないとい

うことです。2年後に名目成長率を2.5％に

もっていくために税を戦略的に使いましょ

うと。

もちろん、税の議論だけではなくて、規

制改革だとか、公的部門の改革だとか、い

ろんな改革を一緒にやって、経済の活力を

取り戻していくことを考えなくちゃいけな

い。ただ、そうはいっても、やはり一番大

きな核になるその1つが税制で、早く改革

をしなくてはいけない。そういう話ではな

いかと思うんです。

工藤 目標設定をしながら、理念と原則

をはっきりさせた上で、当面の問題と分け

ていくということですね。

コール それはできるでしょう。3年間は

税収は中立で、1年目はネット減税、たと

えば法人税率を40％から30％に下げる。そ

の後で消費税率を上げるとか。エコノミス

トの間で話をすると、2008年～2010年には

どうしても消費税の税率は8％とか10％に

上げざるを得ないとみんな考えているんで

す。そうならば、きちんとしたタイムスケ
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ジュールは早めに発表するのが一番いいか

と思います。

工藤 そうですね。ただ、6月の税制改革

の方針に、増税をきちんと織り込んで発表

できるかどうか……。

コール そうしないと「さよなら日本」

ということになってしまいます。言いわけ

政治をやめましょうということが、小泉さ

んの約束だったんですよ。

益田 みなさんに反論するわけではない

のですが、抜本改革、あるいは税の構造改

革は増税だというふうに最初から決めるつ

ける考え方は、議論を混乱させるところが

あると思います。税の構造を変えることと、

増減税の話とはやっぱり分けなければいけ

ない。長期的ビジョンと目先の景気あるい

は税収ということも分けなければいけない。

これは前回のエコノミスト会議でも言いま

したけど、レーガンの第2期税制改革のとき

のように、税収ニュートラル（中立）という

ことを掲げて税の構造改革をやるべきです。

景気に対しても、税収に対しても、プラスで

もマイナスでもないということです。

なぜ税構造の改革をやるかといったら、

長期的な活力を生むような税制にしなくて

はいけないからです。今景気が悪いから減

税をする、あるいは長期的には財政再建し

ないといけないから増税をしていく、これ

は別メニューでやらなければいけないと思

いますよね。その2本立てをしっかり区分

しないと話がおかしくなる。

フェルドマン 財政の赤字と増税は全く

別の話だ、そういう分け方ですね。

益田 そういうことです。具体的にはこ

こ2～3年は少なくとも増税はできない。け

れど多分、2004年、2005年ぐらいからやっ

ぱり消費税を増税していかざるを得ない。

そういう増減税のメニューを、税構造の改

革とは別に入れざるを得ないと思います。

税を簡素化して、みんなが広く薄く税負

担をする。つまり、高橋さんもフェルドマ

ンさんもおっしゃったように、長期的な課

題ですが、みんなが税を払うという意味で

の公平性を確保した税構造に変えること

に、今すぐにとりかからなければいけない

と思います。

先行減税に効果はあるのか

高橋 広く薄く税負担することが経済の

活力にとって大事なんだということは、だ

んだんコンセンサスになってきていると思

います。ただ、それを今すぐやるべきかど

うかについては、まだ議論があるのではな

いか。むしろ、その広く薄くということさ

えも、たとえば3年なり5年後にして、その

前に、活力をより引き出すという観点から、

先行減税も必要かもしれない。

具体的には、企業の投資意欲を引き出す

ための投資減税なり、研究開発投資に対す

る免税措置なり、そういうところまで含め

てやる必要があるのではないか。そこまで

しなければ、今のデフレ状況から脱却でき

ない。広く薄くでは、長期的には活力には

なるんだけれども、短期的には活力を呼ば

ないという気もするんです。ただ、先行減

税をずっと続けてはいけないわけで、時限

立法にして2年なり、3年で終わりという形
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にする。

工藤 その財源はどうするんですか。

高橋 基本的には税の中の調整が1つ。そ

れからもう1つは歳出をカットしていく。

そこで財源を捻出する。しかし、それでも

多分、税収は不足するでしょうから、ある

程度赤字が広がっても、2～3年であれば仕

方がないという考え方もあり得るのではな

いかと思うんです。

よくアメリカとかイギリスの減税の話が

例に挙げられますけれども、あれだって

ずっと続けたわけではないですよね。経済

の歯車に弾みをつけるときにそういう減税

を使った。そういう減税であれば、あえて先

行という形で使ってみるのも手ではないか。

工藤 今の話は非常によくわかるんです

が、政治的に担保されるかどうかですよね。

つまり、政策減税をしても税収を食い逃げ

されただけで終わってしまったというの

が、過去10年の話です。

高橋 先行減税であいた穴をどうやって

埋めるのか、それは法律なりで担保しなく

てはなりません。これは10年スパンで見た

大きな財政の形なり税の形なりをきちっと

描いて、その中でまずこのパーツ（政策減

税）を当初の2年間でやりますよと。そう

いう絵を小泉内閣が描いて、解散総選挙を

して、国民に問えばいいのではないですか。

フェルドマン 政治的な担保ということ

については、高橋さんがおっしゃるように、

選挙なしではできないと思うんです。たと

えば、努力に報いる社会がいいのか、それ

とも負け組を温存する社会がいいのか、こ

れは（選挙で）国民の声を聞いてみないと

わかりません。

今の時点で抵抗勢力と言われる人たち

が、選挙で国民の信を問いたくない理由は、

国民が自分たちの立場をサポートしてくれ

ないと思っているからです。はっきりと自

分が負けることが心配だから、総選挙を嫌

がっている。とにかく、議論を進めるため

には、日本はどういう文化がいいのかを国

民に決めてもらわないといけない。

ただ、短期的な政策減税で本当に経済に

活力がつくかどうかについては、私は

ちょっと疑問をもっています。2年間減税

して、その後にまた増税するということに

なると、いったんアクセルを踏んでまたブ

レーキをかけることになる。1997年にも同

じようなことがありました。あの時は、も

ちろんアジア危機もありましたけれども、

経済に対してものすごくダウンの力があっ

たんです。

益田 私もフェルドマンさんに近い立場

で、投資減税や研究開発減税の効果がどれ

ほどあるのか疑問です。そういうアメ玉減

税、インセンティブ減税というのは今まで

いっぱいやってきたはずなのに、これ以上

やって効果があるのか。

それからもう1つ、政策減税はやっぱり

税体系上の空洞化を招くわけです。実際、

レーガン税制のときも第1期で投資減税を

やって、86年の第2期の抜本的税制改革は、

その反省を踏まえて、投資減税のほとんど

を取りやめたわけです。投資減税、あるい

は減価償却期間を短くする、こういうこと

をやり過ぎると、必ず税がゆがむ。

この2つを考えると、先行減税には懐疑
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的です。

高橋 現時点でも（税制は）すでに相当

ゆがんでいると思うんですよ。やっぱり日

本は実効税率が高い。その一方で、私ども

の研究所の調べでは78項目の企業関係の租

税特別措置があって、そのうちの7割は創

設後10年以上たっている。もう役割を終え

た租税特別措置がたくさんあるわけです。

これを全部やめてしまって、その上で、例

えば投資に集中させるという観点から投資

減税をやってみる、そうであれば、今より

も税がゆがむということにはならないと思

います。

ただ、それでもゆがみは残りますから、

たとえば3年間という時限措置にすれば、

企業の投資意欲を引き出す、あるいはデフ

レから脱却するための1つの政策的な選択

肢としてはあるのではないか。

中小企業に聞いてみると、たとえば、設

備投資するときに今はコンピューターが設

備に必ずついていますよね。設備の法定耐

用年数というのは11年。そこにくっついて

いるコンピューターはもう1年半たったら

陳腐化してしまいます。そうすると、ずっ

ともち続けたのでは全然競争力が出てこな

い。ならば、コンピューター関連のところ

で加速度償却なり減税してあげる。中小企

業の投資意欲をもっと引き出すということ

を、ひずみが出ることはある程度承知の上

で、やってもいいのではないか。要するに、

（経済の）歯車を回すための1つの弾みをつ

けてやるということが、今必要なのではな

いかなというのが私の主張なんです。

益田 控除をかなり減らし、租税特別措

置を減らした上で、一般税率をどんと下げ

るほうが私はいいと思います。税構造もき

れいになるし、活力も生むと思う。

高橋 一般税率を下げるか、投資減税を

するか、どっちをとるにしても、そういう

観点の改革はやってもいいのではないか。

これはいわば供給サイド強化。一方で需要

サイドを刺激するために消費減税の議論も

ありますが、こっちのほうがより危険では

ないかと思うんです。

改革のビジョン示し、国民に信を問え

コール 先進国では、非常に速いスピー

ドで抜本的な税制改革と法人税減税をやっ

ています。たとえば私の母国ドイツは、日

本に近い40％の法人税率を25％に下げた。

技術開発とかパソコン投資の政策減税もか

なり思い切ってやりました。哲学的には、

税制を使って行政主導で投資を促進するよ

り、民間企業の自己責任にしたほうがいい

と思います。日本も法人税率をたとえば

20％にして、そこで生まれた原資をどう使

うかは経営者の自己責任にする。そういう

開かれた社会にすべきだと思います。

フェルドマン ドイツでは法人税率を大

きく下げたことで、組合がもっと高い給料

を要求にするようになりましたが、これは

必ずしも悪いことではない。ドイツの場合

は結果として良くない結果を生んだのかも

しれませんけれども、日本の場合は消費を

支える効果があるでしょう。

コール 大手製造業の経営者とフランク

に話すと、（海外への生産設備移転が進ん
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で）空洞化がスピードアップするのは避け

られないという認識なんです。この点につ

いては早く税制改革を使って、政府から大

きな信号を出さないといけない。だから、

大型の法人税減税が一番いいのではないか

と思います。

もう1つ、税収とか財政の健全化とかと

いうことでちょっと言っておきたいんです

けれども、経済が成長軌道に乗ると、日本

の財政は自然に改善します。たとえばＯＥ

ＣＤ（経済協力開発機構）の数字では、日

本は成長率が1％上昇するとプライマリー

バランス（基礎的財政収支）はだいたい

0.26％改善する。これは米国の90年代と全

く同じ数字です。

財政が厳しいということはいくらでも議

論できるわけなんですけれども、経済の活

性化がうまく進むと、自然に財政バランス

は回復することになります。

工藤 法人税減税の議論まで進むと、所

得税をどうするか、消費税の問題をどうす

るのかも含めた包括的な提案をしなくては

なりません。

高橋 消費税については2つの観点がある

と思うんです。1つは直間比率をどうする

かという観点、もう1つは世代間の不公平

をどう是正するかという観点です。当然、

社会保障に関連する保険料、それから高齢

者世帯の中の所得格差への対処などを含め

て総合的に議論しないといけない。つまり、

消費税率引き上げを税収確保だけのツール

に使ってはいかんということです。

工藤 そうした抜本的かつ包括的な税制

改革案を6月末までにつくることはできる

んでしょうか。

高橋 6月末にそこまでつくるのはかなり

難しいと思います。

コール どうしてですか？　いくらでも

議論はできるはずです。なぜ難しいのかが、

私にはピンとこないんです。

フェルドマン それは決定プロセスが複

雑だからだと思いますね。

高橋 こういうことはできると思います。

小泉内閣がこれからも国民の支持を得て改

革を進めていくためには、6月までにコイ

ズミノミックスをきちっと出す。税だけで

はなくて、経済全体のことを含めたトータ

ルの改革プランです。それを出して、賛否

については国民の真意を問う。そういうコ

イズミノミックスという形での（改革の）

理念は6月末に出せるでしょう。

益田 レーガン大統領の86年の抜本的な

税制改革だって2年ぐらいかかりました。

サッチャーだって最終的に完成するまでに

は足かけ5年ぐらいかかっていた。ですか

ら、抜本的に長期的な税体系を整えるには

相当時間がかかるんだと思います。

ただ、そのビジョンを出すこと自体は確

かに1週間でできるかもしれない。できる

かどうかは、小泉さんのリーダーシップに

すべてがかかっています。

コール ドイツの例でも、抜本的な税制

改革を導入するのには3年間かかりました。

でも実は、その間に1回も選挙のテーマに

なっていません。国会では非常に激しく議

論しましたが、1回も国民の投票はありま

せん。

フェルドマン でも、ドイツでは3年か
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かっても決めたことはきちんと実行まで

もっていった。それが日本の政府にはない

と思う。

益田 そこは政治体制の問題がやっぱり

ありますね。ドイツは1つの内閣ができた

ら4年間は安泰ですよね。アメリカの大統

領も4年の任期が保証されるし、イギリス

の首相は5年です。日本は来年小泉政権が

あるかどうか、だれもわからない。これは

非常に厳しい問題です。

高橋 もちろん制度的な問題もあるんで

しょうけれども、同時に日本をどう変えて

いくかということについてコンセンサスが

ずっとつくれないことも大きい。

フェルドマン おっしゃるとおりだと思

います。

高橋 ただ、小泉政権が誕生したことに

よって議論が高まり、コンセンサスをつく

るチャンスが出てきてはいると思います。

やっぱりコイズミノミックスをつくって、

それを国民に示すということが必要だと思

うんです。それが国民に信任されれば、小

泉さんを支持する政権構造がつくれる。そ

うすれば改革自体もスムーズにいくわけ

で、そういう意味で一石二鳥になると思い

ます。

外形標準課税を導入することについて

は、赤字企業の経営者は絶対嫌がるだろう

し、課税最低限の引き下げについても短期

的には増税になる人が多くいます。これに

反対する人もいるわけで、そういう問題を

全部乗り越えて、だけれども、国をよくす

るためには必要なんだというコンセンサス

をきちっとつくるということが、改革を進

めていく上で必要なんだろうと思うんです

けどね。

6月までにコイズミノミックスを

公表すべき

工藤 コイズミノミックスを示して国民

の信を問うべきだということで1つの結論

は出たわけですけれども、今の日本の経済

の状況を見ていると、やはり先行減税の議

論になっていくだろうという気がします。

それをさっき高橋さんがおっしゃったよう

に、歳出を削減するとか、（税体系の）ゆ

がみを解消しながら、減税分を埋めていく

のか。そこをどうコントロールしていくか

が、現実的な問題としてあると思うんです。

フェルドマン そこは原則論で考えたほ

うがいいと思うんです。結局、抜本的な改

正をやりたい人とやりたくない人がいるん

です。そこで、どういう政治戦略をとるか。

ハードなスタンスかソフトのスタンスか、

両方ともとれるんです。ハードのスタンス

を両方ともとったら積極派と消極派の戦争

になって、何も進歩がない。両方ともソフ

トなスタンスをとったら何も進まない。

1つの戦略は、たとえば小泉さんが抵抗

勢力に対してちょっと甘いこと言う。ただ

し、改革に対しては強い姿勢で臨むという

ことを、小泉さんが言わないといけないん

です。言うだけではなくて、信頼させない

といけない。

たとえば私が麻生太郎（自民党政調会長）

さんだとしたら、何をやったとしても、小

泉さんが強い立場をとるから、旧制度のた
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めにとれるものだけをとるしかない。その

ような心理状況をつくっておかないといけ

ないと思います。今はそういう方向でペイ

オフマトリックスを変えようとしているか

どうか、そこがちょっとわかりません。

高橋 税の中の議論で言えば、供給サイ

ドを強化していく、これは長期的に見なけ

ればいけない。同時にやっぱり需要をどう

刺激するかということも論点なわけで、需

要を刺激するために政策減税すべきじゃな

いという議論も根強いわけです。あえてア

メ玉ということで言えば、時限的な立法と

いうことで3年後にはやめますよというこ

とを決めておいて、一時的に相続税なり贈

与税を減税するということはあり得ると思

います。ただし、その一方で、たとえば郵

政3事業の改革については絶対譲らないぞ

といった戦術はあると思うんです。

フェルドマン だったら、相続税を廃止

すればいいのではないですか。

高橋 ただ、需要を刺激するために減税

する場合には、同時に制度改革を一緒にや

らないと効果がない。（小渕内閣時代の）

地域振興券の例をみてもそれは明らかで

す。サラリーマンが今なぜ金を使わないか

といえば、将来不安がものすごく強いわけ

ですよね。そういう中で少しくらい減税し

たって貯蓄に回ってしまう危険が強いわけ

ですから、やっぱり抜本的な社会保障改革

をどう進めていくかという絵を一緒に描い

てやらないと、消費減税をしてもなにも変

わらないということになりかねないのでは

ないかという気がするんです。

益田 税についてあまりいろんな観点を

入れないほうがいいと思います。小泉さん

は、税をリトマス試験紙というか、踏み絵

に使ったほうがいいんじゃないか。彼は今、

内閣誕生から1年たってビジョンが問われ

ているわけです。彼の唯一と言ってもいい、

わかりやすいビジョンは既得権益を打破

し、活力ある社会をつくっていきたいとい

うことですよね。自由な活力がある社会を

どうやってつくるかということです。その

ための政策を税という形で示して、それで

この指とまれでやるべきだと思います。

だから、（税制改革は）超党派でやる必

要がある。自民党はかなり既得権益に侵さ

れているところがありますから。小泉さん

は国民にむしろそういう透明なビジョンを

示して、それで民主党も自由党も含めて、

解党的にやっていくしかないと思います

ね。それが小泉政権の構造改革の柱にもな

るし、税そのものにとっても非常に大事な

点です。

フェルドマン 先ほど私は小泉さんが抵

抗勢力に甘いことをやれば彼らの協力を得

られると言いましたけれども、もう1つあ

る。益田さんが今おっしゃったことがまさ

にそれなんです。積極派と消極派が強い姿

勢で対立している場合、抵抗勢力のペイオ

フを悪くすることによって協力を取りつけ

るということも可能ですね。

この点では特に民主党及び自由党の協力

が絶対必要だと思うんです。彼らが小泉さ

んをサポートしているなら、ハードなスタ

ンスをとった場合の抵抗勢力のペイオフが

悪くなります。そういう意味で民主党と自

由党の役割が非常に大きいと思う。
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高橋 私もそれは賛成です。より広い

ベースをつくっていくことは賛成なんで

す。ただ、国民の中にどういう社会をつく

るかということについてさえ、まだコンセ

ンサスがないと思います。特に活力と平等

ということは一見矛盾しますから、そこは

繰り返すようですが、国民に対して選択肢

を示して選択してもらうしかない気がしま

す。抜本的な税制改革の意味というのは、

そういうことなのかなと思っています。

工藤 そこなんですよね。言論ＮＰＯで

今それをやろうとしているんです。例えば、

税制改革についてアンケートをやったりと

か。

高橋 10年ぐらいのタームで考えてみれ

ば、コンセンサスをつくっていくことが必

要だというのは間違いないと思います。

益田 私は逆に、まず小泉さんが今わか

りやすいビジョンを税制改革で示さない

と、いつまでたってもコンセンサスが国民

の中でできてこないと思う。

高橋 それはコイズミノミックスを示し

て選択を問うという形でいいんですよね。

益田 それしかありませんね。

景気の大底抜けの今こそ改革のチャンス

工藤 最後に、今の税制改革を取り巻く

経済の状況は一体どうなっているのかとい

う点について、皆さんの見解を聞かせてく

ださい。

高橋 足元のデフレから脱却するかとい

うことを考えたときに、原則論だけの税制

改革だと非常に難しいかなと。先行減税に

こだわるのは、そのぐらいの危機感をもっ

ているからなんです。

確かに景気は大底を打って上がってきて

いるけれども、そう簡単にデフレから脱却

できないという気がします。デフレから脱

却するために、短期的にせよ、税を1つの

弾みに使っていくことが必要なんじゃない

か。もちろんそれは税制だけではだめで、

規制改革だとかいろいろなことを組み合わ

せないといけない。そういう一点集中突破

的なことをやらないと、なかなか歯車が回

り出さないんじゃないかという危惧を非常

に強くもっています。

コール そうですね。ただ、そういう危

機的な状況にあるからこそ、チャンスだと

思います。循環的には外需で製造業は

ちょっと底を打った。でも、外需から内需

へのバトンタッチは、今回は非常に難しい。

輸出関連の収益改善で日本国内の雇用や国

内の設備投資は拡大しないだろうというこ

とです。

では、どうやって内需をサポートするか。

税制改革とネット減税が実現すれば、本当

に100％の好循環が出てくるのではないか

と思います。

高橋 おっしゃるとおりですね。小泉内

閣ができて最初の1年間というのは景気が

下る一方でした。その中で構造改革をする

というのは本当に難しいと思うんです。あ

る程度循環的に大底を打ってきたというこ

とは、改革を前に進める大きなチャンスだ

と思います。

フェルドマン 今の問題は、日本の景気

よりむしろアメリカ景気だと思うんです。
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みんなアメリカが救ってくれると思ってい

るから、何となく怠慢な感じになっている。

だから、そういう意味ではアメリカ（の景

気）が悪くなってほしい（笑）。それは冗

談ですけれども、どうも今危機感が薄過ぎ

ると思う。

たとえば、4月に3つの大きな地方選挙が

あって、自民党が2つ負けましたよね。で

も、果たして自民党議員の危機感がどこま

で深くなっているのか。抵抗勢力の人たち

は、おそらく負けたのは小泉さんのせいだ

と言うでしょう。そこで小泉さんが、選挙

に負けたのは抵抗勢力が私に反対している

からだ言ってしまうと、相変わらずハード

対ハードということになると思います。

今、投資家は景気よりも政治がどこへ行

くかということを心配していると思う。だ

から、景気は議論したって仕方がないので

はないか。

高橋 そういう意味で、景気は大底を

打って循環的には上り坂にあるんでしょ

う。けれども、もっと長い目で見た日本経

済の体質、あるいはその根っこにある政治、

これは悪化がまだ続いている。だからこそ、

経済を変えていくための弾みとして抜本的

な改革が必要だと。

ようやく上り調子になり始めたところで

楽観論をもってはいけないけれども、循環

的な上り坂をうまく使っていくという考え

方はあると思います。

益田 でもそうした弾みはもう十分にあ

るのではないですか。アメ玉はもういっぱ

い転がっているわけで、アメ玉の上を踏ん

でなかなかジャンプできない状況なわけで

すね（笑）。アメ玉をこれ以上まいてもし

ようがない。やっぱり日本経済に一番足り

ないのは、長期的な期待成長力です。ある

いは、個人で言えば将来不安が大きなネッ

クになっているんです。この2つを除かな

いと、立ち上がれない。つまり、内需主導

の本格的な回復ができない。

そのためには、やはり金融改革や産業調

整も必要だし、社会保障改革、そして税制

の抜本改革も必要だと思います。だから、

税制の抜本改革というのは、しつこいけれ

ども、アメ玉をまくのではない。長期的な

ビジョンをつくって国民や企業の期待収益

率を高める、これに尽きると思います。

高橋 そこは全く異論はありません。要

するに、景気がちょっとよくなるからと

いって構造改革の手を緩めることはできな

いし、むしろ長期的には日本はもっと危機

感を強くもって改革しなくちゃいけない。

これは間違いないと思うんです。

ただ、そういう改革がなかなか出てこな

いから、閉塞感が打ち破れない。閉塞感が

破れなければ、目先の投資もしないという

ことで、どんどん悪循環になってしまって

いる。だから、長期的な展望を開くと同時

に目先の投資を引き出してやる。アメ玉を

すでに十分しゃぶらせているからやらなく

てもいいという考え方と、短期的に（投資

を）引き出すためにも何かしたほうがいい

のではないか、そこだけの違いです。

フェルドマン 改革と成長の関連性は2つ

あると思うんです。1つは経済が改革に対

する反応、もう1つは改革が経済に対する

反応、両方あるんです。経済が昔の改革に
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対してプラスに反応しますね。だけれども、

残念ながら、改革は現時点の経済に逆方向

で反応します。だから、今のように景気が

ちょっと回復しているという状況では、あ

まり改革する気にならないんですね。危機

感がないから。

高橋 とことん（景気が）落ちてしまっ

たほうが改革のモメンタムは強まる、そう

いう考え方もあります。けれども、それは

やっぱり犠牲が大きいから、できるだけ犠

牲が少ないうちに早く改革に踏み込みま

しょうと私は言ってきたわけです。

コール 政策的な改革は別として、企業

レベルで見ると、社内のアメとムチのバラ

ンスとか、経営者や社内規制の改革が非常

に重要だと思います。そういう点に対して

は、残念ながらそんなに進んでいない。

高橋 構造改革じゃなくて、産業調整と

いう観点で見ると、確かに過剰債務を抱え

て行き詰まっている企業もたくさんありま

す。一方で、大企業の中には過剰債務が全

くない、財務バランスが非常によくなって

いる企業もたくさん出てきています。とこ

ろが、彼らは全然投資をしない。こういう

人たちの投資をどう引き出すかという観点

での政策が、今必要ではないか。それはア

メ玉と言ってしまえばそれまでですが、彼

らがなぜ投資しないかといえば、閉塞感が

強いので、構造改革を進めていくと同時に、

彼らの閉塞感を打ち破るようなもうちょっ

と前向きの政策が必要なのかなと。

あと、中小企業について言えば、やっぱ

り不況で痛めつけられて、過剰債務体質か

ら脱却できない企業がたくさんある。それ

から、中国への生産シフトや中国製品の流

入で痛めつけられている。そういう人たち

に対しては、アメ玉はしゃぶらせたほうが

いいんじゃないか。そうしないと投資を引

き出せない。そういう観点から減税先行と

いうことを申し上げているのです。

不良債権処理とか財政健全化という後ろ

向きの構造改革と同時に、もうちょっと前向

きのものを一緒に出していく、明日を見せ

るということも必要なのかなとは思います。

フェルドマン その点についてもう1つ言

うと、だれのためのアメ玉かという問題も

あるんですよね。本当に企業あるいは国民

が得するようなアメ玉だったらまだわかり

ますけれども、政策プロセスを考えると、

アメ玉はどうしても自分たちが得するよう

なアメ玉。経済全体が得するものではない。

四国への4本目の橋だとか、そういうアメ

玉はやめてほしいですね。

高橋 既得権益とか利権の構造を変えな

いと、アメ玉はすべて同じところへ流れて

しまう。それでは意味がないということで

すね。

工藤 コイズミノミックスの方向をプラ

ンも含めてきちんと出さなければ、多分つ

まみ食いの議論になっちゃいますよ。小泉

さんがそこにリーダーシップを発揮できる

かですね。

高橋 コイズミノミックスを打ち出して

こそ、野党との間の連携だとか、政界再編

だとか、あるいは国民的コンセンサスづく

りのベースになっていくということではな

いでしょうか。

（司会は工藤泰志・言論NPO代表）
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